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アイダエンジニアリング株式会社（以下「アイダエンジニアリング」といいます。）及

び株式会社アクセス（以下「アクセス」といいます。）は、2020 年 4 月    1 日を効力発生日と

して、アイダエンジニアリングを吸収合併存続会社、アクセスを吸収合併消滅会社とする吸

収合併を行うことといたしました。アイダエンジニアリングとアクセスとの間の合併（以下

「本合併」といいます。）を行うに際して、会社法第782条第1項及び会社法施行規則第182条

並びに会社法第794条第1項及び会社法施行規則第191条に定める事項は、下記のとおりです。 

 
記 

1. 吸収合併契約の内容 

本合併における吸収合併契約の内容は、別紙1のとおりです。 
 

2. 合併対価の相当性に関する事項 

アイダエンジニアリングは、アクセスがアイダエンジニアリングの完全子会社であるため、

本合併に際して、株式、金銭その他の財産の割当ては行いません。 

 
3. 合併対価について参考となるべき事項 

該当事項はありません。 
 

4. 吸収合併消滅会社の新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 
 

5. 計算書類等に関する事項 

【吸収合併存続会社】 

(1) 吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙2のとおりです。 
  



 

(2) 吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象の内容 

アイダエンジニアリングは、2019年7月1日から2019年7月18日に、市場買付により

自己株式を2,198,900株（取得価額1,999,985,500円）取得しました。 

また、2019年11月11日には、自己株式2,198,900株の消却を実施しております。 
 

【吸収合併消滅会社】 
(1) 吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙3のとおりです。 
 

(2)  吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象の内容 

最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象はありません。 

 
6. 吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

2019年  3 月31日現在、吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社の貸借対照表における資産

の額、負債の額及び純資産の額は下表のとおりです。 

 資産の額         負債の額         純資産の額         

吸収合併存続会社 74,718百万円 17,938百万円 56,779百万円 

吸収合併消滅会社 3,435百万円 1,675百万円 1,759百万円 

2019年3月31日以降の変動を加味しても、いずれの会社においても、本効力発生日

の前日時点で資産の額が負債の額を上回っていることが見込まれます。また、本合併

の効力発生日以後の吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュフローの状況につい

て、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測

されていません。よって、本合併の効力発生日以後における吸収合併存続会社の債務

について、履行の見込みがあると判断します。 

 
以上 
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事業報告（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

（添付書類）

1. 企業集団の現況に関する事項

29

受注高
構成比

プレス機械
72.0％

サービス
19.8％

その他
8.2％

売上高
構成比

プレス機械
75.1％

サービス
17.7％

その他
7.2％

（1）事業の経過及び成果
当連結会計年度における世界経済については、前半まで堅調な成長を見せたものの、後半からは先進国・新興

国ともに主要国での減速傾向が鮮明となっております。今後も主要国経済の減速に加え、貿易摩擦、イギリスの
EU離脱問題等、国内外で景気の下振れリスクは拭えない状況です。
　鍛圧機械製造業界におきましては、国内、海外ともに受注が増加し、当連結会計年度の受注は前期比13.0％増
の1,769億1千6百万円（一般社団法人 日本鍛圧機械工業会 プレス系機械受注額）となりました。
このような状況の下、当社グループの当連結会計年度の受注高は、過去最高を記録した昨年度の反動等で大口

受注が減少し、756億9千4百万円（前期比9.0％減）となり、受注残高は509億3千2百万円（前期比14.1％減）
となりました。売上高は、米州以外での自動車関連向けプレス機械の売上増加や株式会社ＲＥＪ（旧商号：日本
リライアンス株式会社、以下同じとします）の新規連結効果等により、過去最高の840億8千2百万円（前期比
13.8％増）となりました。利益面では、原価率の上昇等により営業利益が55億6千1百万円（同11.9％減）とな
り、経常利益は為替差損益の改善等があったものの58億8千万円（同0.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利
益は46億3千4百万円（同3.2％減）となりました。

（2）部門別の概況
（単位：百万円）

区 分
受注高 売上高

金額 前期比
増減率 金額 前期比

増減率
プ レ ス 機 械 54,454 △17.8％ 63,177 12.2％

サ ー ビ ス 15,015 △0.5％ 14,852 △1.5％

そ の 他 6,223 240.3％ 6,052 144.6％

合 計 75,694 △9.0％ 84,082 13.8％

別紙 2
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日本
41.4％

アジア
5.9％中国

15.6％

米州
19.2％

欧州
17.9％

a.プレス機械
過去最高を記録した昨年度の反動で大口受注が減少し、受注高は544億5千4百万円（前期比17.8％減）とな

りました。一方、売上高は米州以外での自動車関連向け売上の増加等により631億7千7百万円（同12.2％増）
となりました。
b.サービス
海外子会社におけるサービス事業の減少により、受注高は150億1千5百万円（前期比0.5％減）、売上高は148

億5千2百万円（同1.5％減）となりました。
c.その他
株式会社ＲＥＪの新規連結効果等により、受注高は62億2千3百万円（前期比240.3％増）、売上高は60億5千

2百万円（同144.6％増）となりました。

（3）所在地域別の概況
（単位：百万円）

外部顧客向け
売上高構成比

所在地域
調整額 合計

日本 中国 アジア 米州 欧州

売上高 51,263 13,909 9,649 16,625 15,485 △22,851 84,082

うち外部顧客向け 34,833 13,125 4,923 16,140 15,059 － 84,082

営業利益 2,431 723 1,398 693 4 310 5,561

　
日 本：自動車関連向けプレス機械の売上増加や株式会社ＲＥＪの新規連結の影響等により、売上高は512億6

千3百万円（前期比10.6％増）となったものの、営業利益は原価率上昇等により24億3千1百万円（同
29.8％減）となりました。

中 国：自動車関連向けプレス機械の売上増加により、売上高は139億9百万円（前期比47.1％増）となり、営
業利益は増収と粗利率改善により7億2千3百万円（同222.4％増）となりました。

アジア：自動車関連向け中・小型プレス機械の売上増加等により、売上高は96億4千9百万円（前期比9.6％増）
となったものの、営業利益はマレーシア工場の原価率上昇等により13億9千8百万円（同12.4％減）と
なりました。

米 州：自動車関連向け中・大型プレス機械の売上減少等により、売上高は166億2千5百万円（前期比11.7％
減）となり、営業利益は減収及び原価率上昇等により6億9千3百万円（同42.0％減）となりました。

欧 州：自動車関連向けプレス機械やサービスの売上増加等により、売上高は154億8千5百万円（前期比5.6％
増）となったものの、営業利益は原価率上昇等により4百万円（同96.1％減）となりました。
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（4）設備投資の状況
当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、28億6千7百万円であり、主なものは次のとおりでありま
す。
① 津久井工場における高速プレスの増産体制を目的とした大型加工機増設及び生産付帯機能強化
② 国内拠点における近代化工事やオーバーホールに対応するための名古屋サービス工場建替え
③ 自動機事業拡大を目的とした白山工場の隣地取得
　
（5）資金調達の状況
当連結会計年度において、重要な借入及び株式並びに社債の発行はありませんでした。
　
（6）対処すべき課題
当社グループの重要マーケットである自動車業界の設備投資が減速するなか、競合他社との競争は激しさを増

し、プレス製品の収益性は年々低下してきています。更に、近年、原材料費や外注費も高騰しており、収益環境
は非常に厳しい状況にあります。一方で、自動車産業は「電動化」や「自動運転化」といった大きな変革期を迎
え、当社グループにとって新たなビジネスチャンスも生まれてきています。
当社グループは2017年度よりスタートした中期経営計画において、①市場・顧客開拓、②商品競争力向上、

③重点事業強化、④グローバル業務体制高度化、⑤人財育成・開発、⑥成長基盤構築、という6つの重点施策に
取り組んでおりますが、こういった環境変化を踏まえ、当経営計画の最終年度となる2019年度は、以下のよう
な施策に重点的に取り組みます。

① 市場・顧客開拓
自動車産業では、ガソリン車から電気自動車へのシフト（いわゆる「電動化」）が進む中で、ベンチャー

企業も含めた異業種の参入が増えています。当社グループはこの機を捉え、異業種の新たな顧客を開拓して
まいります。また、既存の自動車部品サプライヤーが駆動用モーターやバッテリー分野へシフトする動きも
起きていることを踏まえ、顧客の需要変化に対応した提案を強化し、駆動用モーター部品生産用の高速プレ
スや、バッテリー部品・セパレーター生産用の精密プレスといった高付加価値製品の拡販につなげてまいり
ます。

② 商品競争力向上
自動車の「電動化」の進行に伴い需要が増えている高速プレスや精密プレスについては、精度と生産性の

更なる向上に向けた改良に取り組んでまいります。自動車の「軽量化」への対応としては、サーボプレスを
活用したアルミ合金部品の生産システムや、超ハイテン材の冷間プレス成形システムの実用化に向けた開発
を進めてまいります。また、磁気吸着不能なアルミ材の搬送について、昨年度開発した当社独自の吸引式高
速搬送装置の早期商品化に注力いたします。こういった商品差別化により、プレス製品の収益力改善につな
げてまいります。
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③ 重点事業強化
【サービス事業】プレス製品の収益性が低下する中で、サービス事業の強化は当社グループの最重要課題

の一つです。2018年9月より、近代化やオーバーホール業務拡大を企図した名古屋サービス工場が稼働を開
始いたしました。2019年度は同地域での地元外注業者との連携強化に取り組みつつ、近代化の注文を積み
上げてまいります。今後は、他の地域においても同様のコンセプトの工場を建設し、サービス事業の強化を
図ります。また、予防保全強化に向け、部品交換時期の「見える化」やIoT技術の活用も進めてまいります。
【自動機(FA)事業】2017年度に当社グループに加わった株式会社ＲＥＪについては、近代化も含めたプ

レス周辺自動機の設計や制御装置製作、サーボドライバやIoT分野における開発等で連携を強化し、相乗効
果の拡大を図ります。

④ グローバル業務体制高度化
需要の増えている高速プレスや精密プレスについて、増産対応のため、海外拠点での部品製造を拡大して

まいります。また、従来からグローバルベースでの業務管理強化に向け、ERPシステムの高度化に取り組ん
でおりますが、2019年度は特に「生産管理」分野を抜本的に改善し、受注案件ごとの進捗管理の強化を図
ります。引き続き、海外生産拠点の内製率向上、操業度管理強化、設計部門のグローバル共同体制整備等も
進めてまいります。

⑤ 人財育成・開発
引き続き、海外生産拠点のレベルアップに向け、本社による海外現地社員教育に注力するとともに、時間

外労働管理の徹底、健康・安全対策の強化、職務等級制度高度化による処遇見直し等、「働き方改革」に向
けた諸施策にも取り組みます。

⑥ 成長基盤構築
【研究開発】上記「②商品競争力向上」の諸施策に対し重点的に研究開発投資を行います。
【成長投資】電気自動車等の駆動用モーター需要拡大に対応すべく、高速プレスの増産体制を構築中です

が、昨年度着工した津久井工場の設備更新が完了し、2019年1月より生産を開始いたしました。これによ
り、高速プレスの生産能力は1.5倍以上に拡大します。また、更なる増産に向けマレーシア工場を増築中で
あり、2019年度中に完成予定です。今後は早期に新規設備の稼働率を上げ、受注を着実に獲得してまいり
ます。
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（7）企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第81期
（2015.4.1～2016.3.31）

第82期
（2016.4.1～2017.3.31）

第83期
（2017.4.1～2018.3.31）

第84期
（当連結会計年度）
（2018.4.1～2019.3.31）

受注高 （百万円） 75,474 62,655 83,143 75,694
売上高 （百万円） 75,529 67,547 73,856 84,082
営業利益 （百万円） 8,037 6,617 6,312 5,561
経常利益 （百万円） 8,364 6,775 5,927 5,880
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 5,782 4,985 4,786 4,634
１株当たり当期純利益 （円） 93.78 80.82 77.59 75.10
純資産 （百万円） 68,758 70,834 75,924 77,206
総資産 （百万円） 100,609 101,683 116,108 111,564

（注）１．１株当たり当期純利益は、親会社株主に帰属する当期純利益を期中平均株式数（期中平均発行済株式数から
期中平均自己株式数を控除した株式数）で除して算出しております。

　 ２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を第84期の期首
から適用しており、第83期に係る数値については、当該会計基準を遡って適用した後の数値となっております。
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（8）主要な事業内容（2019年３月31日現在）
当社グループは、プレス機械を主力とする鍛圧機械、各種自動装置、産業用ロボット及び金型等の製造・販売

並びにサービスを主な事業としております。
　
（9）主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）
①当社の主要な事業所
・本 社 神奈川県相模原市
・営業所 小山（栃木県小山市）、高崎（群馬県高崎市）、神奈川（神奈川県相模原市）
　 浜松（静岡県浜松市）、中部（愛知県安城市）、大阪（大阪府門真市）
　 中四国（広島県福山市）
・出張所 福岡（福岡県福岡市）
・工 場 相模工場、津久井工場、下九沢工場（神奈川県相模原市）
　 白山工場（石川県白山市）

　

②重要な子会社の主要な事業所
　

会 社 名 本社所在地 工場所在地
株 式 会 社 ア ク セ ス 石川県 白山市 石川県 白山市
株 式 会 社 Ｒ Ｅ Ｊ 神奈川県 横浜市 神奈川県 横浜市
ア イ ダ ア メ リ カ C O R P . アメリカ オハイオ州 アメリカ オハイオ州
ア イ ダ S . r . l . イタリア ブレシア市 イタリア ブレシア市
アイダグレイターアジア PTE. LTD. シンガポール
アイダエンジニアリング（M）SDN. BHD. マレーシア ジョホール州 マレーシア ジョホール州
ア イ ダ ホ ン コ ン L T D . 香港
会 田 工 程 技 術 有 限 公 司 中国 上海市
会 田 鍛 圧 机 床 有 限 公 司 中国 江蘇省 南通市 中国 江蘇省 南通市

（注）株式会社ＲＥＪは、2019年１月１日付で日本リライアンス株式会社から、商号変更しております。
　
（10）重要な子会社の状況
①重要な子会社の状況
　

会 社 名 資本金 当社の出資比率（％） 主な事業内容
株 式 会 社 ア ク セ ス 50百万円 100 電子制御装置及び自動装置システムの製造・販売
株 式 会 社 Ｒ Ｅ Ｊ 300百万円 80 産業機械用駆動装置の製造・販売
ア イ ダ ア メ リ カ C O R P . 32,709千米ドル 100 プレス機械の製造・販売・サービス
ア イ ダ S . r . l . 30,000千ユーロ 100 プレス機械の製造・販売・サービス
アイダグレイターアジア PTE. LTD. 300千シンガポールドル 100 プレス機械の販売・サービス
アイダエンジニアリング（M）SDN. BHD. 64,842千リンギット (注1) 100 プレス機械の製造・販売・サービス
ア イ ダ ホ ン コ ン L T D . 660千香港ドル 100 プレス機械の販売・サービス
会 田 工 程 技 術 有 限 公 司 168,857千人民元 （注1) 100 プレス機械の販売・サービス
会 田 鍛 圧 机 床 有 限 公 司 170,237千人民元 （注1) 100 プレス機械の製造・販売

（注）1. 出資比率は、子会社保有の間接保有割合を含め記載しております。
2. 上記を含め、当社の連結子会社は24社となっております。
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②連結会計年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。
　

（11）従業員の状況 （2019年３月31日現在）

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
2,202名 1名増

　
（12）主要な借入先 （2019年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高（百万円）
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,491

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 500

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 500

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 500

（注）外貨建ての借入金残高は、当連結会計年度末の為替レートで円換算しております。

　
（13）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当するものはありません。

　
（14）他の会社の事業の譲受けの状況
該当するものはありません。

　
（15）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当するものはありません。

　
（16）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当するものはありません。

　
（17）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当するものはありません。
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（1）発行可能株式総数 188,149,000株
　
（2）発行済株式の総数 71,647,321株（自己株式6,477,430株を含む）
　
（3）株主数 7,805名
　
（4）大株主（上位10名）

　

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）
第一生命保険株式会社 4,000 6.14
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 3,434 5.27
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,877 4.42
JP MORGAN CHASE BANK 385632 2,650 4.07
日本生命保険相互会社 2,533 3.89
明治安田生命保険相互会社 2,516 3.86
株式会社みずほ銀行 2,179 3.34
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,849 2.84
会田仁一 1,445 2.22
アイダエンジニアリング取引先持株会 1,338 2.05

　

（注）1． 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除した株式数（65,169,891株）を基準に算出しております。
2． 資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）は、株式給付信託（J-ESOP）及び役員株式給付信託（BBT）にお

ける当社株式の再信託先であります。
　
（5）その他株式に関する重要な事項
　2019年３月14日開催の当社取締役会決議により消却した自己株式
　 ① 消却した株式の種類 普通株式
　 ② 消却した株式の数 2,000,000株（消却前の発行済株式総数に対する割合 2.72%）
　 ③ 消却した株式の総額 978百万円
　 ④ 消却日 2019年３月29日
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（1）取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）
　

当社での地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 会 田 仁 一 最高経営責任者（CEO）、開発本部長、アイダアメリカ CORP.会長、
アイダ S.r.l.会長

取 締 役 中 西 直 義 副社長執行役員、事業執行責任者（COO）、株式会社アクセス代表取締役会長

取 締 役 鈴 木 利 彦 専務執行役員、営業・サービス本部長、株式会社ＲＥＪ代表取締役会長

取 締 役 ヤップ テック メン
常務執行役員、アイダグレイターアジアPTE. LTD.会長兼社長、
アイダエンジニアリング(M）SDN. BHD.会長、
会田工程技術有限公司董事長、会田鍛圧机床有限公司董事長

取 締 役 川 上 正 泰 執行役員、アイダ S.r.l.社長、アイダアメリカ CORP.副会長

取 締 役 大 磯 公 男

取 締 役 五 味 廣 文

常 勤 監 査 役 松 本 誠 郎

監 査 役 金 井 洋 第一フロンティア生命保険株式会社代表取締役会長

監 査 役 巻之内 茂 弁護士、巻之内法律事務所所長
　

（注）1． 大磯公男氏及び五味廣文氏は社外取締役であります。
2． 監査役は全員が社外監査役であります。
3． 社外取締役及び社外監査役につきましては、株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
4． 監査役松本誠郎氏は都市銀行において内部監査業務に従事し、又、監査役も務めた実績があり、監査役金井洋氏は

生命保険会社において融資・審査業務に従事した実績があり、いずれも財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

5. 2018年６月27日開催の第83回定時株主総会において、川上正泰氏が取締役に新たに選任され、就任いたしまし
た。

6． 当事業年度中に退任した役員の状況は以下のとおりであります。
　
退任時の当社での地位 氏 名 退任時の担当及び重要な兼職の状況 退任日 退任理由

取 締 役 増 田 健 上席執行役員、サービス本部長 2018年６月27日 任期満了による退任
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は社外役員全員と定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項各

号に定める最低責任限度額とする旨の契約を締結しております。
　
（3）社外役員の状況（2019年３月31日現在）
①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況
・監査役金井洋氏：第一フロンティア生命保険株式会社代表取締役会長
　当社と同社との間には取引関係はありません。
　
・監査役巻之内茂氏：巻之内法律事務所所長
当社と同事務所との間には取引関係はありません。

　
②他の法人等の社外役員としての重要な兼職の状況
該当するものはありません。

　



39

③当事業年度における活動状況
　

当社での地位 氏 名 当事業年度の活動状況

取 締 役 大 磯 公 男
当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席しております。企業経営者として
の豊富な経験と高い見識に基づき、客観的な視点から、取締役会等の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言・提言を適宜行っております。

取 締 役 五 味 廣 文
当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席しております。元金融庁長官とし
て国の金融行政に携わったことによる豊富な経験と高度な専門知識に基づき、客観的
な視点から、取締役会等の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
適宜行っております。

常勤監査役 松 本 誠 郎

当事業年度に開催された取締役会12回全て、監査役会10回全てに出席しております。
金融及び経営に関する幅広い知識や豊富な経験と高い見識に基づき、客観的な視点か
ら、取締役会等の意思決定の適法性・適正性を確保するための質問・意見表明等の発
言を行っております。また、常勤監査役として、日ごろから代表取締役との意見交
換、経営層・管理職層との面談や会計監査人との情報交換を行う等、当社及びグルー
プ各社の実態把握に積極的に努め、経営陣に対し課題等について日常的に意見を述べ
ております。

監 査 役 金 井 洋
当事業年度に開催された取締役会12回全て、監査役会10回全てに出席しております。
企業経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、客観的な視点から、取締役会等
の意思決定の適法性・適正性を確保するための質問・意見表明等の発言を行っており
ます。

監 査 役 巻之内 茂
当事業年度に開催された取締役会12回全て、監査役会10回全てに出席しております。
弁護士としての豊富な経験と高度な専門知識に基づき、客観的な視点から、取締役会
等の意思決定の適法性・適正性を確保するための質問・意見表明等の発言を行ってお
ります。

（注）社外役員の全員が、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議にも出席し、当社グループ全体の状況把握に努めると
ともに、独立した立場で、経営上有用な意見やアドバイスを述べております。
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（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 人員
金銭による報酬

小計
株式報酬 総額

基本報酬 賞与
取締役（社外取締役を除く） (注1) ６名 130百万円 (注2) 86百万円 (注4) 216百万円 (注5) 33百万円 249百万円

社 外 取 締 役 ２名 17百万円 － 17百万円 － 17百万円

監査役（全員社外監査役） ３名 27百万円 － (注6) 27百万円 － 27百万円
　

（注）1． 上記の報酬等の額は、2018年６月27日開催の当社第83回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名分を
含んでおります。

2． 賞与の額は、役員賞与引当金として繰入した金額であります。
3． 上記のほか、使用人兼務取締役の５名に対して、使用人給与相当額及び使用人賞与相当額として８千６百万円(子

会社による支払いを含む)を支払っております。
4． 株主総会決議による取締役の報酬限度額は年額３億円(使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない)であります。

(2001年６月28日開催の第66回定時株主総会決議)
5． 上記の取締役の報酬限度額とは別枠として、取締役(社外取締役を除く)に対する株式報酬制度「株式給付信託」を

導入しており、本制度で定める役員株式給付規程に基づき、1億４百万円(３事業年度分)を拠出しております。
(2017年６月19日開催の第82回定時株主総会決議)

6． 株主総会決議による監査役の報酬限度額は年額５千万円であります。
（1992年６月26日開催の第57回定時株主総会決議)



4. 会計監査人の状況
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（1）会計監査人の名称
EY新日本有限責任監査法人
（注）当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日をもって、EY新日本有限責任監査法人に

名称を変更しております。

（2）責任限定契約の状況
該当するものはありません。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る報酬等の額 ②当社及び当社子会社が支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

48百万円 53百万円

（注）1． 監査役会は、監査項目別監査時間並びに監査報酬の推移及び過年度の監査計画の実績の状況を把握し、当事業年度
の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同
意を行っております。

2． 当社と会計監査人との監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区
分しておりませんので、上記①に記載の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

3． 当社の重要な海外子会社であるアイダアメリカCORP.、アイダS.r.l.、アイダグレイターアジアPTE. LTD.、アイダ
エンジニアリング（M）SDN. BHD.、アイダホンコンLTD.、会田工程技術有限公司、会田鍛圧机床有限公司は、
当社の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けて
おります。

（4）非監査業務の内容
連結パッケージに関する助言業務等。

（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると認められる場合には、監査

役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任する方針です。また、当社は、会計監査人が職務を適切に遂
行することが困難と認められる場合には、監査役会の決議により、会計監査人の解任又は不再任に関する決議を
株主総会に提案いたします。

（注）本事業報告の数値は、特にことわりのない箇所について、金額は単位未満切捨、比率は単位未満四捨五入で表示して
おります。
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連結貸借対照表（2019年3月31日現在）
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（単位 百万円）
前連結
会計年度
（ご参考）
（2018年３月
31日現在）

当連結
会計年度

（2019年３月
31日現在）

増 減
（ご参考）

資産の部
流動資産 78,390 76,396 △1,994
現金及び預金 33,163 31,155 △2,007
受取手形及び売掛金 22,444 22,859 415
電子記録債権 2,485 2,213 △271
製品 2,312 2,761 449
仕掛品 11,038 9,814 △1,224
原材料及び貯蔵品 4,014 3,914 △100
前渡金 1,155 1,120 △35
未収入金 797 1,425 627
未収消費税等 984 766 △218
その他 219 595 375
貸倒引当金 △226 △231 △4

固定資産 37,718 35,167 △2,550
有形固定資産 23,449 23,932 482
建物及び構築物 8,558 8,488 △70
機械装置及び運搬具 6,746 7,235 489
土地 7,140 7,301 160
建設仮勘定 362 296 △66
その他 641 610 △30
無形固定資産 927 800 △127
借地権 514 488 △25
ソフトウェア 379 305 △74
その他 34 6 △27
投資その他の資産 13,340 10,435 △2,905
投資有価証券 8,734 6,808 △1,926
退職給付に係る資産 795 856 61
保険積立金 2,943 2,219 △724
繰延税金資産 708 405 △302
その他 195 178 △17
貸倒引当金 △36 △32 3

資産合計 116,108 111,564 △4,544

前連結
会計年度
（ご参考）
（2018年３月
31日現在）

当連結
会計年度

（2019年３月
31日現在）

増 減
（ご参考）

負債の部
流動負債 33,198 28,428 △4,770
買掛金 7,374 6,806 △567
電子記録債務 4,600 4,671 71
短期借入金 2,611 2,491 △120
１年内返済予定の長期
借入金 500 500 －
未払金 1,065 1,123 57
未払費用 1,075 1,191 116
未払法人税等 1,156 617 △539
前受金 11,745 8,291 △3,453
製品保証引当金 717 596 △120
賞与引当金 1,214 1,080 △133
役員賞与引当金 52 44 △8
受注損失引当金 105 56 △48
その他 979 956 △23

固定負債 6,985 5,929 △1,055
長期借入金 1,000 1,000 －
長期未払金 820 817 △2
株式給付引当金 344 401 56
退職給付に係る負債 1,461 1,385 △76
繰延税金負債 3,039 2,024 △1,015
その他 319 300 △18

負債合計 40,184 34,358 △5,825
純資産の部

株主資本 69,095 71,793 2,697
資本金 7,831 7,831 －
資本剰余金 12,486 12,415 △71
利益剰余金 54,000 55,777 1,776
自己株式 △5,222 △4,230 992

その他の包括利益累計額 6,114 4,660 △1,454
その他有価証券評価差額金 4,930 3,617 △1,312
繰延ヘッジ損益 26 △1 △27
為替換算調整勘定 734 645 △89
退職給付に係る調整累計額 423 398 △25
新株予約権 148 139 △8
非支配株主持分 566 613 47
純資産合計 75,924 77,206 1,281
負債・純資産合計 116,108 111,564 △4,544
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（単位 百万円）

前連結会計年度
（ご参考）

( )自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

当連結会計年度

( )自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

増 減
（ご参考）

売上高 73,856 84,082 10,225
売上原価 57,926 68,851 10,924
売上総利益 15,930 15,230 △699
販売費及び一般管理費 9,617 9,669 51
営業利益 6,312 5,561 △750
営業外収益 431 619 188
受取利息 87 99 12
受取配当金 145 197 51
養老保険満期償還益 28 13 △14
保険解約返戻金 22 168 145
その他 146 140 △6

営業外費用 816 301 △515
支払利息 45 38 △6
為替差損 549 155 △394
その他 221 107 △113

経常利益 5,927 5,880 △47
特別利益 735 107 △627
固定資産売却益 71 24 △47
積立保険変更益 608 － △608
負ののれん発生益 55 － △55
投資有価証券売却益 － 83 83
その他 0 － △0

特別損失 23 202 179
固定資産売却損 0 0 0
固定資産除却損 23 197 174
その他 － 4 4
税金等調整前当期純利益 6,639 5,785 △853
法人税、住民税及び事業税 1,813 1,248 △565
法人税等調整額 △2 △155 △152
当期純利益 4,828 4,693 △135
非支配株主に帰属する当期純利益 41 58 16
親会社株主に帰属する当期純利益 4,786 4,634 △152
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（単位 百万円）

前事業年度
（ご参考）
（2018年３月
31日現在）

当事業年度
（2019年３月
31日現在）

増 減
（ご参考）

資産の部
流動資産 45,510 45,364 △145
現金及び預金 18,312 17,142 △1,170
受取手形 886 1,068 182
電子記録債権 1,877 1,713 △163
売掛金 13,396 11,606 △1,790
製品 278 943 665
仕掛品 5,108 5,907 798
原材料及び貯蔵品 364 400 36
前渡金 72 268 195
前払費用 14 21 6
未収入金 1,015 1,513 497
短期貸付金 2,919 4,115 1,195
立替金 1,238 767 △471
その他 24 54 29
貸倒引当金 － △158 △158

固定資産 30,959 29,353 △1,605
有形固定資産 10,468 11,632 1,164
建物 3,290 3,498 208
構築物 128 219 91
機械及び装置 2,002 2,814 812
車両運搬具 25 29 4
工具器具及び備品 241 265 24
土地 4,575 4,742 166
建設仮勘定 204 61 △143
無形固定資産 216 139 △77
ソフトウェア 182 132 △49
その他 34 6 △27
投資その他の資産 20,274 17,581 △2,692
投資有価証券 8,473 6,552 △1,920
関係会社株式 8,804 8,611 △192
従業員長期貸付金 0 0 △0
前払年金費用 127 217 90
破産・更生債権等 0 0 0
長期前払費用 1 19 17
保険積立金 2,813 2,137 △676
差入保証金 12 10 △1
その他 64 55 △8
貸倒引当金 △22 △22 △0

資産合計 76,469 74,718 △1,750

前事業年度
（ご参考）
（2018年３月
31日現在）

当事業年度
（2019年３月
31日現在）

増 減
（ご参考）

負債の部
流動負債 15,824 14,832 △991
買掛金 5,109 4,498 △611
電子記録債務 3,680 3,642 △37
未払金 685 850 164
未払費用 384 376 △8
未払法人税等 778 244 △534
１年内返済予定の長期
借入金 500 500 －
前受金 3,448 3,593 145
預り金 37 37 △0
製品保証引当金 187 192 5
賞与引当金 754 705 △48
役員賞与引当金 52 44 △8
受注損失引当金 12 0 △12
その他 192 148 △44

固定負債 4,040 3,105 △935
長期借入金 1,000 1,000 －
長期未払金 680 754 74
株式給付引当金 294 350 55
繰延税金負債 2,065 999 △1,065
その他 － 0 0

負債合計 19,865 17,938 △1,927
純資産の部

株主資本 51,541 53,040 1,499
資本金 7,831 7,831 －
資本剰余金 12,496 12,425 △71
資本準備金 12,425 12,425 －
その他資本剰余金 71 － △71
利益剰余金 36,437 37,015 578
利益準備金 1,957 1,957 －
その他利益剰余金 34,479 35,057 578
配当準備積立金 1,370 1,370 －
研究開発積立金 5,400 5,400 －
為替変動積立金 2,000 2,000 －
株式消却積立金 6,000 6,000 －
買換資産圧縮積立金 1,029 1,014 △15
別途積立金 6,710 6,710 －
繰越利益剰余金 11,969 12,562 593

自己株式 △5,222 △4,230 992
評価・換算差額等 4,913 3,599 △1,314
その他有価証券評価差額金 4,906 3,597 △1,308
繰延ヘッジ損益 7 1 △5

新株予約権 148 139 △8
純資産合計 56,603 56,779 176
負債・純資産合計 76,469 74,718 △1,750
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（単位 百万円）

前事業年度（ご参考）

( )自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

当事業年度

( )自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

増 減
（ご参考）

売上高 43,114 44,812 1,697
売上原価 34,804 37,679 2,874
売上総利益 8,309 7,132 △1,177
販売費及び一般管理費 5,060 4,501 △558
営業利益 3,249 2,630 △618
営業外収益 1,639 1,903 263
受取利息 40 49 9
有価証券利息 0 － △0
受取配当金 1,381 1,547 165
固定資産賃貸料 114 74 △40
養老保険満期償還益 28 13 △14
保険解約返戻金 20 168 148
その他 54 49 △4
営業外費用 436 407 △28
支払利息 11 11 0
固定資産賃貸費用 64 43 △20
支払手数料 13 13 0
為替差損 221 128 △92
貸倒引当金繰入額 － 158 158
その他 125 52 △73

経常利益 4,453 4,126 △326
特別利益 587 100 △487
固定資産売却益 0 16 16
積立保険変更益 587 － △587
投資有価証券売却益 － 83 83
その他 0 － △0

特別損失 18 390 372
固定資産除却損 18 193 174
関係会社株式評価損 － 192 192
その他 － 4 4
税引前当期純利益 5,022 3,836 △1,186
法人税、住民税及び事業税 1,189 914 △274
法人税等調整額 △22 △514 △491
当期純利益 3,855 3,436 △419
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独立監査人の監査報告書
2019年５月13日

アイダエンジニアリング株式会社
取締役会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 本 義 浩 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 祐 暢 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アイダエンジニアリング株式会社の2018年４月１日から2019年３月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人
に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人

の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アイダエンジ

ニアリング株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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独立監査人の監査報告書
2019年５月13日

アイダエンジニアリング株式会社
取締役会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 本 義 浩 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 祐 暢 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アイダエンジニアリング株式会社の2018年４月１日から2019
年３月31日までの第84期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査報告書
当監査役会は、2018年4月1日から2019年3月31日までの第84期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成

した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の基本方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の基本方針、監査計画等に従い、取締役、内部統制監査室、
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下のような方法で監査を実施し
ました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け、又は
往査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている当該事業年度における体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明いたしました。なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、取締役等及び
EY新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その
他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指摘す

べき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロの各取組みは、当該基本方針に
沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの
ではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2019年５月14日

アイダエンジニアリング株式会社 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 松 本 誠 郎 ㊞
監 査 役（社外監査役） 金 井 洋 ㊞
監 査 役（社外監査役） 巻之内 茂 ㊞

　

以 上
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